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令和７年度第１回奈良県PPP／PFI推進官⺠交流会 2025.11.6施設包括管理「しくみ×魂」で今こそ始めよう︕

松永 聡平



明石市の現況
2明石市 タイ タコ 明石焼 のり あなご いかなご 魚の棚タイ タコ 明石焼 のり あなご いかなご 魚の棚日本標準時 子午線のまち 明石中核市⼈⼝増加率１位（H30年度から中核市）（H27年とR2年との国勢調査⼈⼝の⽐較293,409人⇒303,601人 3.55%増）神⼾市姫路市兵庫県淡路島 人口306,536人(R7.10.1) 施設874,223㎡ 2.7㎡/人面積 49.41㎢ 市道649km橋梁数225⼈⼝密度 6,203人/㎢ 上水管926km 下水管1,151km⾼齢化率 26.1％(R7.10.1) 一般会計予算1,367億円年少⼈⼝率14.1%(R7.10.1) 経常収⽀⽐率 92.3%合計特殊出⽣率 1.65(R6) 実質公債費⽐率 3.9%



本日の次第施設包括管理とは︖
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施設包括管理とは●複数の施設・業務の維持管理をまとめて委託●目的は安全性の向上・⻑寿命化・効率化●元請はマネジメント 実作業は協⼒会社(地元事業者の仕事を奪うものではない)Ａ施設Ｂ施設Ｃ施設D施設○○課××課▲▲課 業務1業務2 A会社B会社業務3 C会社業務6 F会社業務4業務5 D会社E会社 業務1業務2 A会社B会社業務3 C会社業務6 F会社業務4業務5 D会社E会社包括管理事業者市連携して安全･安心を確保施設包括管理担当施設マネジメント担当部署内に設置し技術職員を配置 建物管理の専門事業者再委託先となる協⼒会社をマネジメント 4



施設包括管理とは施設の種類 施設数 業種数 新規性 関連技術職ハコモノ(庁舎･学校･ホール等) 単一 単一 縦割解消情報一元化 電気・機械／建築複数 複数インフラ(道路･橋梁･上下⽔管路等) － 単一 ⾯的管理市⺠対応 土木複数プラント(上下⽔処理場･ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ等) 単一 単一 － 電気・機械／化学複数 複数複数ハコモノ包括 FMに不可⽋な縦割の解消と情報の⼀元化を経験できるインフラ包括 市⺠対応･優先度判断を伴う⾯的管理を⺠間に委ねる 5



先進自治体の導入状況(複数ハコモノ包括)開始時期 自治体名 総団体数R3以前 まんのう町、我孫⼦市、流⼭市、箕面市、⻄尾市、廿⽇市市、明石市、佐倉市、東村山市、芦屋市、沼⽥市、筑⻄市、東⼤和市、⼋千代市、湖⻄市、常総市、古河市、白浜町、高砂市、豊中市、北上市、⽩井市、島田市 23R4 神⼾市、大阪市、市原市、鴻巣市、伊豆市、射水市、春日市、浦添市 31R5 南部町、ふじみ野市、国⽴市、⼩⽥原市、三島市、豊⽥市、四⽇市市、草津市、吹田市、宗像市、南城市、久米島町 43R6 川崎市、和光市、野田市、府中市、国分寺市、座間市、豊明市、大津市、京田辺市、豊岡市、広陵町、福山市、東広島市、福津市、玉名市、宮崎市 59R7 いわき市、那須塩原市、土浦市、つくばみらい市、石岡市、東海村、東松山市、墨⽥区、氷⾒市、泉大津市、福知山市、⻄宮市、三田市、鳥取市、宇部市、⻑崎市、糸島市、⼭⿅市、宜野湾市 78R8以降 [公募中等]⽇野市、世⽥⾕区、三鷹市、府中町、福島市、草加市、北名古屋市、ひたちなか市、舞鶴市、姫路市、木津川市、石川町、茂原市、広島市 92+α 6ここ３年で急速に導⼊が進んでいる近年は⽇常修繕を含む包括がスタンダードに 日本PFI・PPP協会集計資料をもとに作成
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明⽯市の導⼊までの流れ時期 内容H27.7 先進自治体受託者(2者)からのヒアリングH27.10~H28.3 維持管理業務状況調査 既存の仕様書収集提案仕様書原案作成（点検のみの包括）H28.7 副市⻑協議⇒ 副市⻑からのダメ出し⇒ 日常修繕を含む包括へH28.7~8 第1回サウンディング(20者応募 うち9者と面談)H28.12 市⻑･副市⻑協議(実施方針決定)H29.1~3 修繕業務 状況調査H29.6 第2回サウンディング(第1回 面談事業者)H29.8 公募条件決定 プロポーザル公告H29.10 受託予定事業者 決定(日本管財(株))H29.11~H30.3 事業開始準備(体制構築、各施設状況把握)H30.4 業務開始



１年目⽅針決定 ２年目事業者選定・開始準備 ３年目〜実施⼀般的な導⼊までの流れ
8事業者議会

庁内 先進事例調査・導入目的の整理 対象施設・業務仮抽出 サウンディング適正事業規模・参入意向の確認適正事業規模・参入意向の確認検討の報告
対象施設・業務仮決定事業効果の精査 地元事業者説明 導入方針決定 導入方針報告債務負担必要に応じて必要に応じて必要に応じて必要に応じて 公募要項等作成対象施設・業務決定 サウンディング必要に応じて公募要項等への意見聴取 必要に応じて公募要項等への意見聴取 公募型プロポーザル実施 優先交渉権者決定 優先交渉権者決定の報告

業務開始に向けた協議・準備(６か月程度) 協力会社(下請）の選定・承認学校等への方針説明 役割分担・契約仕様・運用方法の決定 学校等への運用方法の説明 契約
必要に応じて必要に応じて

定期的な協議会の実施 運用状況の報告必要に応じて必要に応じて
学校等への満足度調査 対象施設･業務の見直し必要に応じて必要に応じて協力会社(下請）との調整必要に応じて必要に応じて※準備と事業者選定を1年間で実施することも可能 ⺠間提案制度で導⼊する⾃治体も



明⽯の施設包括管理の概要(当初)●対象施設は132施設小･中･養護学校42施設 幼･保･こども園39施設小･中コミセン44施設 市⺠センター等事務所7施設●対象業務は点検･清掃･機械警備 + 日常修繕全ての日常修繕(概ね130万円未満)を含む包括管理は全国初点検等1.2億円修繕1.75億円マネジメント経費0.35億円●委託期間は５年間（H30~R4）●プロポーザル上限額は3.3億円 9



毎年業務を拡⼤ 第2期は2倍項目 H30第1期 R1 R2 R3 R4 R5第2期 R6 R7施設数 132 158 152 166 167 170 170 172業務数 629 818 817 866 865 1,089 1,177 1,181主な追加分 消防局市⽴⾼校機械警備12条点検 児童相談所福祉センター(新設)施設保全ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ 駅⾃由通路消防局業務拡大 倉庫 本庁舎保健所 歩道橋EV 文化財収蔵庫消防団詰所当初契約額 3.1億円 3.6億円 3.9億円 4.1億円 4.1億円 6.2億円 6.3億円 6.7億円・年度ごとの施設・業務の変更を予定していたため 債務負担は設定していない・プロポーザルによる選定を根拠に１年間の委託契約×５回・予算は 総務費でまとめて計上し 決算統計・学校教育費調査用に施設･内容ごとの集計・修繕業務は精算制 予算の８割を当初契約額として最終契約額は精算増あり第２期では９割を当初契約額とし 対象を130万円未満から500万円未満まで拡大 10
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選定結果と選定理由評価項目 配点業務提案内容 業務の品質・効率性 30修繕業務の品質・効率性 10市内業者の活用 10追加サービス･独自のノウハウ 10参考⾒積額 15事業者の能⼒等 組織・人的基盤 5財政基盤・決算状況 5同種業務の実績 10事業者の公共性 5合計 100

事業者 点数日本管財 729大成有楽 590Ａ 422Ｂ 415Ｃ 333Ｄ 215上位2者以外の参加者(株)ＴＭＣ(市内業者)(株)環境総合テクノス日東ｶｽﾄﾃﾞｨｱﾙ･ｻｰﾋﾞｽ(株)(株)極東ｴﾝﾀｰﾌﾟﾗｲｽﾞ
上位2者には点差ほどの実質的な差はない印象日本管財の方が明石の状況をよく分析し修繕を活かせる提案もとの管理⽔準が低いため いきなり100点の施設管理は目指せない総括責任者のマネジメント・コミュニケーション能⼒が⼗分巡回点検より迅速な修繕を重視

選定委員9人で900点満点選定委員9人で900点満点



第２期の概要と課題対象施設・対象業務の追加①本庁舎・保健所を追加②修繕業務の範囲を概ね130万円未満⇒500万円未満に③公共施設マネジメントに資する提案事業の推奨 12第２期以降の課題①業務品質の維持・向上②対象施設の⾼い満⾜度の維持③施設の管理⽔準、投資⽔準の定量化 ⇒ 自治体間比較④施設の有効活用につながる取り組み
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第2期(R5〜9) 検討経過と選定結果事業者 点数日本管財 905ザイマックス関⻄ 841大和研装社 487上位2者は僅差(100点満点換算で5.8点)日本管財は1期実績の安定感とシステム、セルフモニタリング、分析提案の強化ザイマックス関⻄は⺠間包括管理での実績に基づくシステムにより属人化を防ぐとともに現地担当者は現場業務に集中できる体制ザイマックス関⻄を1位とした委員も

選定委員11人で1100点満点選定委員11人で1100点満点時期 内容R1 本庁舎総合管理業務委託の契約終期を包括管理と合わせるR3秋 本庁舎と保健所を追加するよう副市⻑指⽰R3.11 サウンディング(8者参加)R4.4 本庁舎と保健所の追加を市⻑協議で決定R4.5 参考⾒積の徴収(包括管理と本庁舎総合管理の受託者の2者から)R4.6 市議会に1期の成果と2期の方針を報告R4.7 公募型プロポーザル公告R4.9 優先交渉権者決定R5.4 第2期 業務開始



公共施設のうち包括対象施設の割合学校教育系施設43.2%公営住宅16.2%⾏政系施設6.9%子育て支援施設5.4%下水道施設5.2%ごみ処理施設 4.1%産業系施設 3.7%市⺠⽂化系施設3.5%保健・福祉施設 3.4%その他施設3.4%スポーツ・レクリエーション系施設1.7%社会教育系施設1.6% 上水道施設0.8%公園0.7%医療施設0.1%施設区分別保有状況施設区分 施設数 延床面積(㎡)学校教育系施設 43 377,590公営住宅 32 141,442⾏政系施設 71 60,529子育て支援施設 58 47,492下水道施設 9 45,374ごみ処理施設 1 35,913産業系施設 5 32,626市⺠⽂化系施設 34 30,830保健・福祉施設 21 29,788その他施設 20 29,553ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設 12 14,739社会教育系施設 4 13,645上水道施設 4 7,275公園 67 6,145医療施設 2 1,283合計 383 874,223特殊性や運営と管理の密接性のある施設は指定管理制度を導⼊しており対象外（市⺠会館・図書館・博物館・斎場等） 総面積の約半分



ノウハウ不⾜で非効率な施設管理・課ごとの業務ごとの管理 契約件数が多く仕様もバラバラ・⼤半の施設で事務職員が管理を担当 技術的ノウハウが不⾜施設の⽼朽化の⼀⽅更新費⽤は不⾜・全体の2/3が築30年以上の施設・全施設の更新には投⼊できる財源の２倍超が必要業務は増加する中 職員(特に技術職)は減・ここ10年で正規職員は 約350人(15%)減・中核市移⾏で増加に転じたが 技術職員は今後も減少 ○施設管理担当職員の減によるコスト削減○管理品質の向上による⻑寿命化公共施設等総合管理計画(H27.3)個別施設計画(H29.3) 施設の統廃合には時間がかかるしかし何とかコスト削減が必要○少数の技術職員の能⼒と専門事業者の技術⼒を幅広く活⽤○技術職員と専門事業者の連携で安全性の向上･管理の効率化できることから成果を出していく 15
導入の背景とねらい



市・施設包括管理担当３名(技術職︓課⻑１ 係⻑１ 担当1)※当初は2名 2年目から保全計画の業務の移管を受け現⾏の3名体制 包括受託者事務所(庁内)(日本管財(株))７名(責任者１ 修繕担当３ 保守担当１ 事務２)協⼒会社(再委託先となる地元事業者)
常時連携「年間業務実施計画書」「NKコネクト」で情報共有 ②作業日程の報告①作業日程の調整③保守作業の実施各施設保守報告は、NKコネクトを活⽤し、市側（包括・各施設所管課）で閲覧可能︕過去の点検記録や修繕報告書などのデータを⼀元管理するシステムペーパーレス化

保守業務の流れ
16



市・施設包括管理担当３名(技術職︓課⻑１ 係⻑１ 担当1)※当初は2名 2年目から保全計画の業務の移管を受け現⾏の3名体制 包括受託者事務所(庁内)(日本管財(株))７名(責任者１ 修繕担当３ 保守担当１ 事務２)協⼒会社(再委託先となる地元事業者)①修繕依頼のTEL ②現場確認(必要時) 常時連携iPhoneやiPadの活用 ③対応依頼(内製化以外の修繕)※30万円以上は⾒積り合わせ④修繕等対応各施設修繕報告は、NKコネクトを活⽤し、市側（包括・各施設所管課）で閲覧可能︕
修繕業務の流れ
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修繕実施フロー
18包括対象施設(学校等)学校内の情報一元化のため連絡は原則教頭から 施設包括管理担当対応方針を判断し依頼 協⼒会社(30万円以上は複数社)⾒積書を受託者宛に提出電話電話 包括受託者事務所(庁内)必要に応じ現場確認(当日又は翌日)修繕⽅法と依頼する協⼒会社を判断連絡票メール随時(緊急は電話)連絡票メール随時(緊急は電話) ⾒積連絡票⾒積連絡票包括受託者事務所(庁内)⾒積書の妥当性を判断修繕実施の伺いを送付⾒積書⾒積書施設包括管理担当課⻑が実施を承認修繕か更新の判断をして20万円で できる方法 考えて内製化で できるなら すぐやって 包括WEB情報共有システム内で送付WEB情報共有システム内で送付この事案にしては 高額すぎる他の協⼒会社に依頼して包括受託者事務所(庁内)修繕実施の連絡 システム内で承認システム内で承認実施連絡票実施連絡票協⼒会社修繕を実施し報告書・請求書を受託者宛に提出 報告書請求書報告書請求書 包括受託者事務所(庁内)完了確認し市に報告書を提出 施設包括管理担当原則報告書にて完了確認必要に応じて現場確認システム内で提出システム内で提出

従前の写真付書⾯から変更型番やｴﾗｰｺｰﾄﾞはわかりますか○○の操作でも直りませんか以前も同じことが起こりましたか機器の単純な操作ミスや修繕の必要性の基本的な確認等一次的スクリーニングの役割も 電話(LoGoﾌｫｰﾑ)電話(LoGoﾌｫｰﾑ)



公有財産管理本庁舎の管理入札・契約
19

財務室の体制施設包括管理担当課⻑1名係⻑1名担当1名（技術職）・170施設の設備点検･清掃･修繕・保全計画の管理･更新 財務担当課⻑1名係⻑2名担当4名・予算･決算の調製・⾏政改⾰・⾏政評価公共施設担当・公共施設配置の適正化・指定管理者制度課⻑1名係⻑1名任期付職員1名
財務担当合計 13名合計 13名

財務室契約担当管財担当公有財産管理本庁舎の管理工事検査担当


